
2026-0800011-N軽四
一般競争入札公告

　一般競争入札について、次のとおり公告する。
 2026年9月8日
契約責任者
日本郵便株式会社東海支社
東海支社長　大角　聡
１　調達内容
昭和郵便局における自動四輪車（軽四）による郵便物等取集の委託
２　履行期間・場所

　仕様書のとおり
３　入・開札の日時
2026年10月5日　10時00分
電子入札システム上　一般入札方式　https://www.profair.jp/supplier/
４　入札者に求められる義務等
(1) 入札に参加を希望する者は、次に示す書類等を入札申込書（別表１）に添えて、2026年9月18日12時までに下記10に示す場所に提出すること。
また、同提出期限までに、電子入札システムにおいて、当該入札案件の参加申込登録を行うこと。
　　ア　適合証明書（別表２）

　　イ　適合証明書（機密情報等用）（別表３）

ウ　下見積書（適宜様式）

エ　算出内訳調書（仕様書別添）（原価計算書を添付）
オ　電子契約の同意書兼メールアドレス確認書

提出された書類等を審査の結果、調達内容を履行できると認められた者に限り入札の対象者とする。
なお、入札への参加可否は、2026年10月2日までにメールにより通知する。
おって、提出された書類等について説明を求められたときはこれに応じなければならない。

(2) 下見積書作成に当たり、取集途上における交通費（重点路線及び重点地域における駐車場料金を含む。）は、委託料とは別に実費額を支払うので、下見積金額に含めないこと。また、消費税についても下見積金額に含めないこと。
(3) 調達内容について第三者への委託をしてはならない。ただし、あらかじめ当社の承認を得た場合に限り、委託内容の一部を第三者に委託することができる。
５　入札説明会の開催

　　2026年9月14日　14時00分
　　Teamsによる開催(ID・PWについては下記の通り)
　　ID：450 553 334 133 301
　　　PW：LS76mc6A
　　
６　入札保証金

　　免除する。
７ 電子入札システムの利用条件等
 　電子入札システムの利用に当っては、取引先登録が必要となるので、下記のURLにより事前登録を行うこと。
＜事前登録URL＞
https://www.profair.jp/buyer/APPLYZWM4ZjFkODJjYzRhMTY2NzA0ZTdlYjZlMWNkYWE5MzI+.html
入札参加に当たっては、原則、一社につき一ＩＤでの参加とすること。また、電子入札システムサプライヤー操作マニュアルを熟読すること。
推奨OS：Windows/8.1/10/11　
※MacOSX、Android、iOS といったその他の iOS 上では正しく動作しない。

推奨ブラウザ：Edge（chromium版）、Google Chrome 最新版、FireFox 最新版

Internet Explorerはサポート対象外のため、電子入札には参加できない。また、上記以外のブラウザでは正しく動作しない場合がある。

電子入札システムの操作の不慣れ等（回線障害を含む）により、入札不能となった場合でも、原則、入札のやり直しは行わない。
また、電子入札システムの不慣れ等により、入札者の意図しない金額で入札を行った場合であっても、電子入札システム上その入札が受理された場合は、取消し等は認めない。

８　落札者の決定

　　予定価格の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。ただし、電子入札システム（一般入札方式）による入札を行う(競り下げなし)。
　　また、落札者は、落札決定後速やかに適合証明書（別表２）の別紙「落札者が提出を要する証明書一覧」に記載の提出書類を提出し、審査を受けること。

　　なお、審査の結果、内容に虚偽があることが判明した場合、書類の提出がされない場合等は、落札決定の取消しを行う。
９　契約書作成の要否

　　別に示す契約書式による作成が必要
10　書類等の提出先
　　〒469-8797　愛知県名古屋市中村区名駅一丁目1番1号　JPタワー名古屋11階

　　　日本郵便株式会社　東海支社　経営管理部　財務担当（調達・切手担当）

11　問い合わせ先
(入札に関すること)　受付時間：平日9時～17時　　 
日本郵便株式会社 東海支社 経営管理部　財務担当（調達・切手担当）
電話　052-446-8216
メールアドレス：zaimuka.sisankanritantou.ii@jp-post.jp
　　(契約内容に関すること) 　受付時間：平日9時～17時　
日本郵便株式会社 東海支社 郵便・物流要員集配部　集配支援担当　
電話　052-446-8161
メールアドレス：toukaiopeshuuhaishien.ii@jp-post.jp
　　 （電子入札システムの操作に関すること）　受付時間：平日9時～18時
　　　　日本エンタープライズ株式会社　Profair運営事務局
　　　　　電話　0570-000-098
　　　　　メールアドレス：ra-support@nihon-e.co.jp

入　札　申　込　書

　2026年9月8日付公告の「昭和郵便局における自動四輪車（　軽四　）による郵便物等取集の委託」の入札に参加を申し込みます。

１　申込者　
(1) 住所

〒

(2) 氏名

(3) 連絡先電話番号

２　入札参加資格確認書類　

　　次の書類を提出します。（提出書類にレ点を付した上、該当する資料を添付してください。）
　　
□　適合証明書

· 適合証明書（機密情報等用）

· 下見積書

· 算出内訳調書（仕様書別添）（原価計算書を添付）
· 電子契約の同意書兼メールアドレス確認書

３　入札説明会への参加　
□　希望する。

□　希望しない。

４　同意事項　
　　次に掲げる場合には、落札決定を取り消され、又は契約を解除されても一切異議を申し立てません。
　(1) 当社へ提出した書類の内容に虚偽があることが判明した場合又は報告について書類の提出を当社から求められたにもかかわらず提出されない場合
　(2) 落札者の準備の遅れ等により、履行開始日以降における委託内容の安全、正確かつ迅速な履行に支障が生じるおそれがあると当社が判断した場合
(3) その他契約書で定める解除事由に該当する場合


入札公告に記載の条件について、以下のとおり適合することを証明いたします。

日　　　付：2026年　　月　　日

住　　　所：

会　社　名：

代表者氏名：　　　　　　　　　　印
	項番
	応札者の条件
	合・否

	１
	１年以上継続して運送業を営んでおり、かつ、経営不振の状態（会社更正法第１７条第１項に基づき更正開始の申立てをしたとき、民事再生法第２１条第１項に基づき再生開始の申立てをしたとき、手形・小切手が不渡りになったとき等）ではないこと。
	

	２
	貨物自動車運送事業法に規定する一般貨物自動車運送事業者又は貨物軽自動車運送事業者であり、その他の関係法令が遵守されていること。
	

	３
	労働条件、労働者福祉その他の労働に関する法令が遵守されていること。
	

	４
	最近１年間の法人税・法人事業税を滞納していないこと。
	

	５
	社会保険（労働者災害補償保険、雇用保険、医療保険、年金保険）への加入が適正になされていること。また、一般自動車損害保険（任意保険）にも加入し十分な損害賠償能力を保持していること。
	

	６
	(1) 本契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。

(2) 次の一に該当すると認められる者で、その事実があった後２年間を経過しないものでないこと。これを代理人、支配人その他使用人として使用するものについても、同様とする。

ア　契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

イ　公正の競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るため連合した者

ウ　競争の参加を妨げ、又は契約の締結若しくは契約の履行を妨げた者

エ　監督又は検査に際し職務の執行を妨げた者

オ　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ　その他日本郵便株式会社に損害を与えた者

キ　契約の履行に当たり、アからカまでの一に該当する事実があった後２年間を経過しない者を代理人、支配人その他使用人として使用した者

(3) 反社会的勢力と認められる者でないこと。なお、反社会的勢力とは、暴力団、国際犯罪組織、国際テロリスト、社会運動標ぼうゴロ等その他次に掲げる者をいう。

　ア　日本郵政グループ各社が提供するサービスを不正に利用し、又は不正な目的をもって利用する者

　イ　日本郵政グループ各社が提供するサービスの利用を通じて、社会的妥当性を欠く不当な要求をする者

　ウ　ア及びイに掲げるもののほか、社会的妥当性を欠く不当な要求をする者
	

	７
	郵便物等の運送等に関し不正な行為があった者、若しくは郵便物等の安全、正確かつ迅速な取扱いをしないため郵便業務等の運行を著しく阻害したと認められる者、又はこれらの者を代理人、支配人その他使用人として使用する者でないこと。
	

	８
	「民間事業者による信書の送達に関する法律」に定める事業の許可を受け、若しくは契約期間内に受ける予定のある者、又は貨物自動車運送事業法に基づく宅配便運賃を届け出て、現に宅配便事業を営んでいる者でないこと。ただし、現に郵便物等運送業務を受託し、かつ、当該業務を適正に実施してきているなど、当該業務を委託してもその適正な執行が確保されると認められる者はこの限りではない。
	

	９
	運行管理規程に基づく運行管理体制が整備されていること。
	

	10
	点検整備基準に基づく点検整備体制が整備されていること。
	

	11
	郵便物等取集業務の執行に必要な乗務員、車両、車庫、乗務員の休憩・睡眠施設等が確保され、かつ、乗務員の勤務時間及び乗務時間が適切に設定されていること。
	

	12
	臨時便の要請を受けてから、代車が必要な場合は、取集受持局に車両を接車させることができる体制が整備されていること。
	

	13
	安全、正確かつ迅速な郵便物等取集業務の執行と信書の秘密を確保するための乗務員等に対する研修等を合計して年４回以上定期的に行うものであること。
	

	14
	事故、災害その他の事由により取集便が１５分以上遅延する事態が明らかとなった場合は、その事由及び到着見込み時刻を取集受持局に速やかに通報する体制が整備されていること。
	

	15
	事故、災害その他の事由により、取集業務の途中において、当該車両により継続して運送することが不可能となった場合は、代車の供給ができる体制が整備されていること。
	

	16
	委託内容を再委託しないこと又は委託内容の一部を再委託により対応する場合には、再委託先との間で責任関係を明確に規定した契約の締結及び再委託先に対する管理体制（再委託先の履行状況を日々適切に確認できる体制）が整備されており、かつ、再委託先について項番9から15までが確保されていること。
	


（注１） 「合・否」欄には、措置している場合「○」を、措置していない場合「×」を記入してください。

（注２） 本適合証明書を提出する際は、契約書捺印者の印をもって捺印の上、提出してください。

（注３） 提出した内容に虚偽があることが判明した場合又は当社からの書類提出の求めに応じない場合には、契約条項に違反したものとみなし、落札決定の取消又は契約解除を行います。

（注４） 項番９は、貨物軽自動車運送事業者にあっては、「点呼等の運行管理体制が整備されていること。」に変更します。
(注５)  本文中の「運送」には、郵便物等の取集を含みます。

（注６） 入札後、落札者については本内容を証明するため、別紙「落札者が提出を要する証明書一覧」に掲げる書面を提出してください。

落札者が提出を要する証明書一覧

	項番
	証明内容
	提出書類

	１
	１年以上継続して運送業を営んでおり、かつ、経営不振の状態（会社更正法第１７条第１項に基づき更正開始の申立てをしたとき、民事再生法第２１条第１項に基づき再生開始の申立てをしたとき、手形・小切手が不渡りになったとき等）ではないこと。
	－

	２
	貨物自動車運送事業法に規定する一般貨物自動車運送事業者又は貨物軽自動車運送事業者であり、その他の関係法令が遵守されていること。
	・　貨物自動車運送事業法に規定する事業許可書又は経営届出書の承認済み写し。

・　事業報告書及び事業実績報告書（前年度各運輸支局へ届出済みの報告書写し。ただし、決算期の関係から前年度分の報告書が作成されていない場合は前々年度の報告書。）

・　運送約款、定款又は寄付行為の謄本、登記簿の謄本、登記簿の謄本（履歴事項全部証明書）の写し。

	３
	労働条件、労働者福祉その他の労働に関する法令が遵守されていること。
	就業規則（現行の規則）

	４
	最近１年間の法人税・法人事業税を滞納していないこと。
	納税証明書（今年度の証明書）

	５
	社会保険（労働者災害補償保険、雇用保険、医療保険、年金保険）への加入が適正になされていること。また、一般自動車損害保険（任意保険）にも加入し十分な損害賠償能力を保持していること。
	・　保険料納付書（直近の納付書、領収証書の写し。口座引き落としによる場合は、当該通帳の引き落としの事実が分かるページの写し）



	６
	(1) 当該契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。

(2) 次の一に該当すると認められる者で、その事実があった後２年間を経過しないものでないこと。これを代理人、支配人その他使用人として使用するものについても、同様とする。

ア　契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

イ　公正の競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るため連合した者

ウ　競争の参加を妨げ、又は契約の締結若しくは契約の履行を妨げた者

エ　監督又は検査に際し職務の執行を妨げた者

オ　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ　その他日本郵便株式会社に損害を与えた者

キ　契約の履行に当たり、アからカまでの一に該当する事実があった後２年間を経過しない者を代理人、支配人その他使用人として使用した者

(3) 反社会的勢力と認められる者でないこと。なお、反社会的勢力とは、暴力団、国際犯罪組織、国際テロリスト、社会運動標ぼうゴロ等その他次に掲げる者をいう。

ア　日本郵政グループ各社が提供するサービスを不正に利用し、又は不正な目的をもって利用する者

イ　日本郵政グループ各社が提供するサービスの利用を通じて、社会的妥当性を欠く不当な要求をする者

ウ　ア及びイに掲げるもののほか、社会的妥当性を欠く不当な要求をする者
	無能力者や破産者等ではないことを証する書類（誓約書：別記１）



	７
	郵便物等の運送に関し不正な行為があった者、若しくは郵便物等の安全、正確かつ迅速な取扱いをしないため郵便業務等の運行を著しく阻害したと認められる者、又はこれらの者を代理人、支配人その他使用人として使用する者でないこと。
	－

	８
	「民間事業者による信書の送達に関する法律」に定める事業の許可を受け、若しくは契約期間内に受ける予定のある者、又は貨物自動車運送事業法に基づく宅配便運賃を届け出て、現に宅配便事業を営んでいる者でないこと。ただし、現に郵便物等運送業務を受託し、かつ、当該業務を適正に実施してきているなど、当該業務を委託してもその適正な執行が確保されると認められる者はこの限りではない。
	－

	９
	運行管理規程に基づく運行管理体制が整備されていること。
	運行管理規程及び運行管理者選任届出書並びに運行管理規程に基づき安全確保の業務を実施していることを証する書類（点呼記録簿、乗務記録簿等：入札公告日以前の直近のもので、最低３日間の記録簿の写し）

	10
	点検整備基準に基づく点検整備体制が整備されていること。
	点検整備基準及び点検整備基準に基づき定期点検が実施されていることを証する書類（点検整備記録簿等：郵便物等運送に使用予定の車両の直近の記録簿の写し）

	11
	郵便物等取集業務の執行に必要な乗務員、車両、車庫、乗務員の休憩・睡眠施設等が確保され、かつ、乗務員の勤務時間及び乗務時間が適切に設定されていること。
	郵便物等運送業務の執行に必要な乗務員、車両等が確保されていることを証する書類（貨物自動車運送事業計画書の記載事項のうち、郵便物等運送業務に関わる部分：別記２）

また、乗務員の乗務時間等が適切に設定されていることを証する書類（勤務時間・乗務時間表及び乗務割：現在使用しているものの写し）

	12
	臨時便の要請を受けてから、代車が必要な場合は、取集受持局に車両を接車させることができる体制が整備されていること。
	　　　

　　　　　　　　－

	13
	安全、正確かつ迅速な郵便物等取集業務の執行と信書の秘密を確保するための乗務員等に対する研修等を合計して年４回以上定期的に行うものであること。
	安全、正確かつ迅速な郵便物等運送業務の執行と信書の秘密を確保するための研修等を年４回以上実施していることを証する書類（研修等の実施計画書等：別記３）

	14
	事故、災害その他の事由により取集便が１５分以上遅延する事態が明らかとなった場合は、その事由及び到着見込み時刻を取集受持局に速やかに通報する体制が整備されていること。
	通報体制が整備されていることを証する書類（情報連絡網、連絡手段等が具体的に示されているもの）

	15
	事故、災害その他の事由により、取集業務の途中において、当該車両により継続して運送することが不可能となった場合は、代車の供給ができる体制が整備されていること。
	代替車両の供給体制が整備されていることを証する書類（連絡手段、車両の代替方法、予備車、要員等を記載したもの：別記４）

	16
	委託内容を再委託しないこと又は委託内容の一部を再委託により対応する場合には、再委託先との間で責任関係を明確に規定した契約の締結及び再委託先に対する管理体制（再委託先の履行状況を日々適切に確認できる体制）が整備されており、かつ、再委託先について項番9から15までが確保されていること。
	再委託先が当社の契約条件に適合していること等を証する書類（再委託承認依頼書：別記５）

　なお、併せて提出が必要となる現況届には再委託先の従事員等についても記載。


（注1） 落札者は、上記必要書類を落札決定後速やかに提出しなければならない。

（注2） 本文中の「運送」には、郵便物等の取集を含む。

（注3） 項番２及び９の提出は、法人の場合に限る。ただし、法人で貨物軽自動車運送事業者の場合は、項番２の「営業報告書及び事業実績報告書」は不要とし、同９は点呼体制が整備されていることを証する書類に変更可とする。
入札公告（別記１）

誓　約　書

　　年　　月　　日

日本郵便株式会社　東海支社長　あて
（住　　所）

（会社名）

（ふりがな）

（代表者名）　　　　　　　印

（代表者の生年月日）

当社は、貨物自動車運送事業法その他法令を遵守しており、また、自己又は自己の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代理人、使用人その他の従業者をいいます。）が下記の事項に該当する者でなく、かつ、当該業務を受託した場合、契約期間内確実に履行する者であることを誓約いたします。

また、この誓約書に虚偽の事項があったときは、契約解除、損害賠償請求等がなされる場合があることを了承し、その措置について一切の異議を申し立てないことを併せて誓約いたします。

記

１　次の各号の一に該当すると認められる者で、その事実があった後２年間を経過していない者。

(1) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

(2) 公正な競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合した者

(3) 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若しくは契約の履行を妨げた者

(4) 監督又は検査に際し職務の執行を妨げた者

(5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

(6) その他日本郵便株式会社に損害を与えた者

２　前項各号に掲げる者のほか、反社会的勢力と認められる者

なお、「反社会的勢力」とは、暴力団等、共生者、暴力団等と社会的に非難されるべき関係のある者及び不当な要求を行う者をいう。
(1) 「暴力団等」とは、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者をいう。

(2) 「共生者」とは、暴力団等と次の各号の一にでも該当する関係を持つ者をいう。

ア　暴力団等が経営を支配していると認められる関係

イ　暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係

ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係

エ　暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係

(3）「不当な要求」とは、次の各号の一にでも該当する行為を行う者をいう。

ア　暴力、脅迫、面会強要、嫌がらせ、粗野・乱暴な言動により社員等に恐怖を抱かせる行為

イ　社会通念上の常識を逸脱した手段により、又は正当な権利行使を装い、法的な責任を超えた不当な要求及び社会的に不相当な権利行使を求める行為

ウ　風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて会社の信用を毀損し、又は会社の業務を妨害する行為

エ　その他前各号に準ずる行為

３　当該契約を締結する能力を有しない者（ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。）。
４　破産手続開始決定を受け、又は破産手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て、会社更生手続開始の申立てがあるなど、経営状態が著しく不健全と認められる者

５　委託契約期間内に民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）に規定する一般信書便事業者又は特定信書便事業者として許可を受けている者又は受ける予定のある者（現に郵便物等の運送又は集配業務を受託し、かつ当該業務を適正に実施してきているなど当該業務を委託してもその適正な執行が確保されると認められる者を除く。）。
６　貨物自動車運送事業法に基づく宅配便運賃を届け出て、かつ現に宅配事業を営んでいる者（現に郵便物等の運送又は集配業務を受託し、かつ当該業務を適正に実施してきているなど当該業務を委託してもその適正な執行が確保されると認められる者を除く。）。

	　　　　　　　　　　　　　　　入札公告（別記２）

	

	事業者番号（※）
	

	会　社　名
	


※　事業者番号は国土交通省から一般貨物自動車運送事業を許可された番号（貨物軽自動車運送事業者は除く。）

　

郵便物等の取集業務に係る事業計画記載内容

１　主たる事業所の名称及び位置

	名称
	
	郵便番号
	〒
	TEL
	

	位置
	


直近変更届提出年月日：　　　　年　　月　　日　

２　営業所の名称及び位置
	名称
	位置
	所有借入の別

	
	
	

	
	
	


直近変更届提出年月日：　　　　年　　月　　日　

３　各営業所に配置する事業用自動車の種別及び事業用自動車の種別ごとの数

	所属営業所
	軽四
	１ｔ車相当
	２ｔ車相当
	合計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


直近変更届提出年月日：　　　　年　　月　　日　

４　自動車車庫の位置及び収容能力

	位置
	面積(収容能力)
	所有借入の別

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


直近変更届提出年月日：　　　　年　　月　　日　

５　事業用自動車の運転者及び運転の補助に従事する従業員の休憩又は睡眠のための施設の位置及び収容能力

	位置
	休憩睡眠の別
	所有借入の別
	構造
	面積(収容能力)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


直近変更届提出年月日：　　　　年　　月　　日　

年間の研修・勉強会・講習会の実施計画書

事業者名：　　　　　　　
	研修等の名称
	年間開催数
	実施時期（予定含む。）
	研修等の概要

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


【記入要領】

　１　本様式例には、各事業者が安全、正確かつ迅速な郵便物等取集業務の執行と信書の秘密を確保するための乗務員等に対する各種研修、勉強会、講習等の実施計画について記入すること。

　２　「年間開催数」欄には、当該研修等を１年間に何回実施しているか（又は実施予定）かについて記入すること。

　３　「実施時期」欄には、○○月頃というように実施した月（又は実施予定の月）を記入すること。

　４　「研修等の概要」欄については、当該研修等の内容が分かるように簡記すること。

事故・災害時における代車の供給体制

事業者名：　　　　　　　
	１　事故・災害時の連絡体制（連絡網）
	２　事故・災害時の連絡方法（連絡手段）

	
	

	３　代車の確保体制（自社と協力会社の別かつ車種別に記入）
	４　要員の確保体制（自社と協力会社の別に記入）

	【自　　社】

【協力会社】


	【自　　社】

【協力会社】




【記入要領】

　１　本様式例には、郵便物等の取集途中に事故・災害等に伴い、当該車両により取集を継続することが困難になった場合に、郵便物等取集を継続するために代車の供給をどのようにして行うのか、その体制について欄ごとに記入すること。

　２　「代車の確保体制」欄には、代車として供給できる車両の台数を、自社（営業所ごと）、協力会社ごと及び車種別に記入すること（協力会社名も明記すること）。

　３　「要員の確保体制」欄には、代車を運転するために確保している乗務員の人数を、自社（営業所ごと）、協力会社別に記入すること（協力会社名も明記すること）。
入札公告（別記５）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2026年　　月　　日　
　　日本郵便株式会社東海支社長

大角　聡　様
再委託承認依頼書
                                       （協力会社及び代表者名）
　                           　　　　　（住所又は所在地）
日本郵便株式会社東海支社長から受託予定の「昭和郵便局における自動四輪車取集委託（　軽四　）による郵便物等の取集」を履行するに当たり、その業務の一部を以下のとおり再委託したく、再委託承認依頼書を提出します。
業務の再委託に当たっては、再委託先に対して本契約における自己の履行義務と同等の義務を課し、その旨を再委託先との契約書において明示するとともに、再委託先（その従事員を含む。）の行為の一切の責任を当社が負うことといたします。

また、貴社から再委託先に対する実地監査の実施要請があった場合には、当社が実施する再委託先の実地監査に貴社が同行できることを確約し、必要な協力を行うことを誓約いたします。

なお、再委託先に第三者への委託をさせないことを約束し、本書及び提出書類について虚偽の内容が判明した場合には、本書による再委託の承認取消、本契約の解除、損害賠償請求等がなされる場合があることを了承します。

おって、再委託の内容に変更が生じる場合は、改めて再委託承認願を提出して貴社の承認を得ることにいたします。
　
１　再委託先の事業者名及び代表者名（ふりがな）並びに代表者の生年月日
２　再委託先の事業所の所在地及び連絡先
３　再委託先の受持取集地域及び委託内容
（再委託する区名・便名等を具体的に記入）

４　再委託に関する次の書類

(1) 再委託先との契約書
(2) 再委託先に対する管理体制（再委託先の履行状況を日々適切に確認できる体制が整備されていることを証明する書類

(3) 再委託先における適合証明書及び適合証明書の別紙「落札者が提出を要する証明書一覧」の項番９～15に関する証明書類
(4) 事業所及び車庫の現況届、従事員の現況届、車両の現況届等
適　合　証　明　書（機密情報等用）

入札公告に記載の「入札者に求められる義務等」の条件について、以下のとおり適合することを証明いたします。

日　　　付：2026年　　月　　日

住　　　所：

会　社　名：

代表者氏名：　　　　　　　　　　印

社　員　数：（　　）人　　　　　　　　　　　　　　

	項
	応　札　者　の　条　件
	合・否

	１
	情報セキュリティ（個人情報を含む）に関する内部規程を定めていること。
	

	
	①
	情報の取扱状況に関する点検及び監督について規程を定めていること。
	

	
	②
	情報の管理責任者を定めていること。
	

	
	③
	情報の取扱いに関する責任者を定めていること。
	

	
	④
	情報を扱う各段階での従業員の役割と責任を明確化していること。
	

	２
	情報の授受を記した台帳等で、取扱履歴が確認できること。
	

	３
	社員（派遣社員、アルバイト・パート社員を含む。）に対して情報セキュリティに関する教育を実施していること。
	

	４
	預託情報の管理状況について、定期又は随時に当社の監査を受けることができること。
	

	５
	過去に情報の漏えい・毀損の事故を起こしていないこと。

（起こした場合であっても、その後、原因究明と安全管理体制の整備を行っていること。）
	

	６
	預託情報は権限を持たない者が見ることのないようにできること。
	

	７
	預託情報を適切に保管する場所を確保できること。

（各種証拠書類の廃棄処分の委託等においては、落下等による亡失を防ぐため、運搬車両の荷台が施錠できることを含む。）
	

	＜以下、項目８及び９は、委託処理にパソコン等を使用する場合に限る。＞

	８
	パスワードの設定及び運用を適切に行っていること。
	

	９
	起動時から有効なウイルスチェックソフトを稼働させていること。
	


（注１）「合・否」欄に措置している場合は「○」を、措置していない場合は「×」を記入してください。

（注２）現在未措置でも、履行を開始するまでに措置する場合には、「○」としてください。

（注３）項目８及び９に該当しない場合には、「合・否」欄を｢－｣としてください。

（注４）社員数（派遣社員、アルバイト・パート社員を含む。）に応じて、次の項目において「○」の場合に限り、本件入札に参加できます。

	区　分
	３０人を超える場合
	２人～３０人の場合
	１人（個人）の場合

	項目　１
	
	「×」
	でも入札可

	項目２、３
	「○」であることが入札の必須条件
	

	項目４～７
	

	項目８、９
	委託処理にパソコン等を使用する場合は「○」であることが入札の必須条件


（注５）入札後、落札者には責任者等の管理体制、情報の管理状況について、必要に応じて書面で提出をしていただく場合があります。

（注６）当証明書の提出については、契約書捺印者の印をもって捺印の上、提出してください。

（注７）提出した内容に虚偽があることが判明した場合又は報告について書類の提出を当社から求められたにもかかわらず提出がなされない場合には、契約条項に違反したものとみなし落札決定の取消又は契約解除を行います。
入札公告（別表１）





別添２





適　合　証　明　書





入札公告（別表２）





※　２～５は、取集受持局の委託区域に対応するものを記入する。





入札公告（別記３）





　入札公告（別記４）





入札公告（別表３）









